
北 九 州 市

令和 ４ 年 １ １ 月
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国の総合経済対策への対応 ８．６億円

政策的経費等 １２．６億円

新型コロナの感染拡大への対応、物価高騰等に直面する市民・事業者への支援等 １９．２億円
〇出産・子育て応援交付金事業

〇新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の給付
〇福祉・子育て施設等への光熱費等支援 〇商店街プレミアム付商品券発行支援
〇経営力強化サポート事業

１２月補正予算 総額 ６５.９億円（債務負担行為５８.５億円）

新型コロナや物価高騰に対応する支援策 ２７．８億円

その他の事業 (※)は債務負担行為の設定があるもの ３８．１億円

〇医療扶助のオンライン資格確認導入事業(※)

〇ふるさと寄附金促進事業

〇マイナポイント支援事業 〇健康診査
〇学校給食異物混入対策事業

〇市制６０周年記念事業(※)

〇学校内通信ネットワーク等移設事業 2

人件費・光熱費等補正 ２２．９億円
〇給与改定等に伴う職員給補正
〇公共施設の電気・ガス等の高騰への対応

公共事業関連(※) ２．６億円

〇国有地取得、新日明工場建設、災害復旧等

〇インバウンド誘致、北九州空港の新規路線就航促進・誘客強化
〇プラスチック一括回収資源化事業(※)

〇産地生産基盤パワーアップ事業



新型コロナや物価高騰等に対応する支援

出産・子育て応援交付金事業
８．６億円

出産・子育て応援交付金事業
８．６億円

妊娠期から出産・子育てまで一貫して
相談に応じる伴走型の相談支援と、
令和４年４月以降の出産に対する
１０万円相当の経済的支援を一体的に実施

新規
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新型コロナや物価高騰等に対応する支援

福祉・子育て施設等への光熱費等支援
１０．８億円

福祉・子育て施設等への光熱費等支援
１０．８億円

福祉サービス事業所や保育所、児童養護施設等における
継続的なサービス提供体制を確保するため、光熱費等高騰
による負担を軽減するための支援を実施

新規
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新型コロナや物価高騰等に対応する支援

商店街プレミアム付商品券
発行支援事業 ７．１億円
商店街プレミアム付商品券
発行支援事業 ７．１億円

地域の消費喚起による地域経済の
活性化を図るため、
福岡県の助成制度を活用して
商店街等が自主的に取り組む
プレミアム付商品券の発行を支援

◆発行総額：７８億円
◆販売時期（予定）：令和５年３月
◆利用期間（予定）：令和５年３月～６月

拡充
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１２月補正予算で実施する事業

市制６０周年記念事業 １７百万円市制６０周年記念事業 １７百万円

令和５年２月に迎える市制６０周年の記念事業として
市民公募事業等を実施
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（他に債務負担行為２５百万円）（他に債務負担行為２５百万円）

新規



１２月補正予算で実施する事業

ポストコロナを見据えた戦略的
インバウンド誘致事業 １０百万円
ポストコロナを見据えた戦略的
インバウンド誘致事業 １０百万円

外国人観光客を対象とした団体旅行向け宿泊助成や
観光施設等の割引クーポンの配布等を実施

7

新規

北九州空港新規路線
就航促進事業 ４８百万円
北九州空港新規路線
就航促進事業 ４８百万円

北九州空港国際線チャーター便への運航助成や
国際旅客の集客・PR

拡充

北九州空港誘客強化促進事業 １７百万円北九州空港誘客強化促進事業 １７百万円

航空会社等が実施する個人型旅行商品に対する助成、
北九州空港到着便利用者への夜景観賞誘導キャンペーンの実施

新規



１２月補正予算で実施する事業

プラスチック一括回収資源化事業
（債務負担行為 １３．５億円）

プラスチック一括回収資源化事業
（債務負担行為 １３．５億円）

令和５年１０月より、プラスチック資源の一括回収を開始。
※「容器包装プラスチック」および「製品プラスチック」
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新規

「容器包装プラスチック」 「製品プラスチック」



１２月補正予算で実施する事業

学校給食異物混入対策事業 ５８百万円学校給食異物混入対策事業 ５８百万円

小・中・特別支援学校の学校給食における異物混入対策として、
「給食調理機械の一斉点検」及び「給食調理器具の更新」を実施
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新規



１２月補正予算で実施する事業（公共事業関連）

災害復旧関連事業

○港湾施設 ９５百万円

○市立学校・幼稚園 ８５百万円

災害復旧関連事業

○港湾施設 ９５百万円

○市立学校・幼稚園 ８５百万円

令和４年9月の台風１４号により被災した港湾施設及び
市立小学校・幼稚園の災害復旧及び樹木の安全点検など

響灘臨海工業団地立地促進事業
（債務負担行為 ２８．５億円）

響灘臨海工業団地立地促進事業
（債務負担行為 ２８．５億円）

響灘臨海工業団地内の国有地を取得し、
企業の土地需要に対応
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新規

（他に債務負担行為８７百万円）（他に債務負担行為８７百万円）

新規


